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市議団ニュースは政務活動費で作られています

　党市議団は、9月 30日、「2027 年度市政
運営と予算編成に関する要望書」を清水勇人市
長に提出しました。要望書は525項目にわた
りますが、いずれも市民生活や地域の切実な要
望です。重点要望として、物価高騰対策、気候
変動対策、ジェンダー平等実現のための政策、
公共交通政策、を強調しました。
　この間、党市議団は市民アンケートにとりく
み、さまざまな要望がよせられています。生活
の厳しさや物価高騰対策への要望は強く、公共
交通の充実や災害対策の強化など安心して暮ら
せる生活環境への要望も多く寄せられていま
す。
　要望に際し、松村としお市議は2025年度
決算で基金が1132億円になっていることな
どを指摘し、「税金の使い方は市民の暮らし最
優先に」と求めました。清水市長は「財源が限
られているが、より市民が安心して暮らせる環
境づくりにとりくみたい」と応じました。松村
市議は「市民の願いを実現するために力をつく
したい」と話しました。

　9月 25日、9月議会の決算特別委員会（総
合政策委員会関連1日目）の審査で、松村と
しお市議がさいたま市の財政と行財政改革につ
いて質疑しました。
　市議団が市に求めた資料や質疑で明らかにな
ったのは、厳しい市民生活です。2025年度の
市民の平均給与所得は412万 2000円で、前
年比マイナス3万円でした。物価が上昇して
いるにもかかわらず、所得が微減したのです。
市は物価高騰対策に161億円使いました（う
ち市費負担は48億円）が、いっそうの対策が
必要だったことは市民所得の実態からも明らか
です。
　市は「財政は厳しい」と、ことあるごとに言
いますが、物価高騰対策がこれ以上できないほ
どだったのでしょうか。昨年度決算は、実質収
支69億円の黒字、基金総額は前年比116億
円増の1132億円でした。松村市議の質疑で、
財政調整基金388億円は2025年度を通じて
一度も取り崩さなかったことが明らかになりま
した。また市債返済にあてる減債基金は203
億円、前年比51億円増でした。財政調整基金
と減債基金をあわせると、基金総額の半分を超
える591億円にもなります。こうした実態を
質疑で明らかにした松村市議は「もとは市民の
税金。もっと物価高騰対策に力を入れるべきだ
った」と主張しました。

市の意思決定の乱暴さ
　松村市議は、市がこうした財政の歪みを放置

して、「財政が厳しい」として行財政改革（行
革）を推進している問題も追及しました。この
間、行革の中心である都市戦略本部会議で扱っ
たグリーンヒルうらわなど高齢者福祉施設の廃
止、放課後子ども居場所事業の導入、そして昨
年の中央卸売市場・と畜場廃止など、決定後に
関係者に補償的な対応をする事例が相次いでい
ます。市民への影響をどう考えているか、とい
う質疑に対し市は「タイミングやスピード感を
重視して政策の方向性を示す。市民等への影響
を十分認識して必要な対応を検討する」と答弁。
松村市議は「スピード感と言うが、乱暴になっ
ている。市場・と畜場の廃止でも検討過程で関
係者の意見を聴いていない」と指摘。「住民福
祉の増進の観点からの検討が不足しているので
はないか」と質問しましたが、明確な答弁はあ
りませんでした。
　住民福祉の増進という地方公共団体の本来の
仕事に立ち戻って、公共の役割・責任を果たす
ため、意思決定のあり方を抜本的に変える必要
があることが質疑を通じて明らかになりました。

物価高騰対策
●�水道料金の引き下げを一時的であってもおこなうこと
●�市内小規模企業者・農業者への給付・補助をおこな
うこと
●中学校給食費、0～2歳児の保育料の無償化
●国保税を高校卒業まで均等割全額減免

気候変動対策
●�小学校体育館及び特別教室のエアコン設置を一気に
進めること
●�介護・看護の訪問系事業所に暑さ対策の物品の購入
費補助をおこなうこと
●�公共施設の故障したエアコンを早急に修繕すること

ジェンダー平等実現のための政策
●�各種審議会等の半数を女性の委員とするため積極的
に女性を登用すること
●�女性の悩み相談事業の相談員の処遇改善、ハラスメ
ント防止等対策を講じること

公共交通政策
●�市民の交通権を保障し、交通政策を確立するための
交通基本条例を制定すること
●高齢者運賃助成制度の創設
●AIデマンド交通の導入
●民間バス会社を支援すること 

重点対策の紹介

あつめた税金は
市民のくらし応援のために

予算要望を提出2027年度

過去最高額の基金ため込み
市民に還元せよ

決算・総合政策①
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市議団ニュースは政務活動費で作られています

　9月 28日、決算特別委
員会（総合政策委員会関連
2日目）の審査で、久保みき、
池田めぐみの両市議が質疑

に立ちました。
　久保市議は、産業集積拠点事業と農業問題、
防災についてとりあげました。産業集積拠点事
業では、候補地の田島地区（桜区）は、過去に
区画整理でおこなうことにしていましたが、賛
成が得られず、すすみませんでした。昨年度、

住民説明会が開かれ、今度は地区計画制度を活
用しておこなう説明がありました。当初の予定
13ヘクタールから約7ヘクタールへ縮小して、
賛成者の区域のみで進める方針で、強引なやり
方です。久保市議は、説明会では反対意見が多
く出されていることを示し、住民の声を反映し
た計画とするよう求めました。
　次に農業問題では、「農地が資材置き場になっ
ているような光景を目にする。農地を農地とし
て残していくことが重要」とし、農地のマッチ

ングを進め、先進自治体の例を研究してさらに
実効性のあるとりくみを求めました。防災につ
いて、感震ブレーカー補助の対象が一部の自主
防災組織に限られる点を改善し、全組織を対象
とするよう求めました。昨年度の水循環型シャ
ワー導入を評価し、次の備えとしてトイレカー
の導入検討を提案しました。

平和派遣学習事業 さらなる拡充を
　続いて池田市議が、「広島への中学生平和学習
派遣事業」についてとりあげました。平和の大
切さを次世代に継承するため、戦後80周年の
メモリアルイヤーだけで終わらせず、今後も継
続し、派遣人数のさらなる拡充を要望しました。
　「市民アプリ活用事業」は、昨年度の利用
者34万9582人、マイナンバー認証者21万

9456人、デジタル地域通
貨ユーザー11万 8029人
でした。一方、導入理由と
されたクレジットカード決
済手数料の年間300億円の
市外流出防止について、昨
年度、今年度とも調査され

ていません。高齢者向け2000ポイントのア
ンケートも、3万人の利用見込みに対し1万
5684人、決算額は3017万円にとどまり、ス
マホ無料貸与も23人の利用、うち有償契約は
10人でした。池田市議は「デジタル地域通貨に
よる物価高対策では、スマホが苦手な方や、マ
イナンバーカードを持たない方を含む、多くの
市民に行き届く対策にならなかった」と指摘し
ました。

　9月 29日、決算特別委員会（子ども文教委
員会関連）の審査で、たけこし連、とばめぐみ
の両市議が質疑しました。
　たけこし市議は教員の働き方についてとりあ
げ、昨年度の教職員退職者数が108名という
事実が明らかになりました。対策として保健
師を配置し、62件の健康相談がおこなわれま
したが、復帰につながった教員は2名でした。
たけこし市議は「教職員の働き方を抜本的に変
え、心とからだの健康を守るべき」と強く求め
ました。
　次に就学援助制度についてとりあげ、本市の
補足率が6.3%であり、政令市で最下位である
ことが明らかになりました。市は低い理由につ

いて「0～ 14歳の転入超過が増え、その層の
所得水準が反映されているため」と分析しまし
た。つまり困窮世帯の数は変わらず、高所得層
だけが増えたと言うのですが、数字的な根拠は
薄弱で、支援を必要とする子どもたちが制度か
ら弾き出されているのが実態です。たけこし市
議は、「補足率が高い自治体は直近の基準（令
和5～7年基準）に1.0～1.3倍を乗じている。
物価高が続くなか、判定基準（平成25年基準×
1.2倍）を据え置いたままにしている制度の改
善が必要」と求めました。

保育料の保護者負担を減らして　
　続いてとば市議が、さいたま市の認可保育所

の保育料は県内で３番目に高く、子育て世代の
暮らしを圧迫していると指摘し、階層区分の細
分化を求めました。市は「区分の細分化を検討
する」と答えました。
　保育所における保育事故で、骨折などの大け
がが増えています。とば市議は、正規の保育士
が足りずに派遣やスキマバイトで保育士を雇わ
ざるを得ない状況で、保育体制が十分にとれて
いないことが子どものけがにつながっているこ
とはないのか、と問い、市に対して保育士の勤
務実態の把握と安全確保を求めました。

　民設放課後児童クラブに
ついては、いつ、放課後子
ども居場所事業が自分たち
の学区へ来るのか分からな
い不安を抱えたまま、職員
の雇用や児童の募集の見通
しが立たない現場の不安を

訴えました。45人を超えると委託費を減額す
る制度を廃止し、市独自に委託費と処遇改善費
を引き上げ、子どもたちの生活の場を守るよう
求めました。

産業集積拠点事業
強引にすすめないで

決算・総合政策②

決算・子ども文教


